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（歳入）

増 減 額 増減率

予算額 (千円) 構成比 予算額 (千円) 構成比 (Ａ)－(Ｂ) (Ｃ)÷(Ｂ)

（Ａ） （％） （Ｂ） （％） (Ｃ)　(千円) （％）

１ 保　　険　　料 1,155,000 24.2 1,138,992 24.1 16,008 1.4

　① 現 年 度 分
　 特別徴収保険料

　② 現 年 度 分
　 普通徴収保険料

　③ 滞納繰越分
　 普通徴収保険料

２ 使 用 料 及 び
　 手　　数　　料

３ 国 庫 支 出 金 905,170 19.0 890,999 18.8 14,171 1.6

　(1) 国庫負担金 808,436 17.0 811,829 17.2 △ 3,393 △ 0.4

　(2) 国庫補助金 96,734 2.0 79,170 1.7 17,564 22.2

４ 支払基金交付金 1,239,968 26.0 1,279,420 27.1 △ 39,452 △ 3.1

５ 府　支　出　金 672,199 14.1 668,371 14.1 3,828 0.6

　(1) 府 負 担 金 634,232 13.3 638,696 13.5 △ 4,464 △ 0.7

　(2) 府 補 助 金 37,967 0.8 29,675 0.6 8,292 27.9

６ 寄　　附　　金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

７ 繰　　入　　金 789,163 16.6 746,578 15.8 42,585 5.7

 (1)一般会計繰入金 670,362 14.1 662,447 14.0 7,915 1.2

 (2)介護給付費
　　準備基金繰入金

８ 繰　　越　　金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

９ 諸　  収　  入 3,364 0.1 2,644 0.1 720 27.2

 (1) 延滞金、加算
　　 金及び過料

 (2) 雑　 　　入 3,361 0.1 2,641 0.1 720 27.3

   預 金 利 子 0 0.0 0 0.0 0 ―

   財　産　収　入 0 0.0 0 0.0 0 ―

合　　　計 4,764,916 100.0 4,727,056 100.0 37,860 0.8

介護保険特別会計歳入歳出当初予算額対前年度比較表

平成３０年度 平成２９年度

科　　　目

1,062,000 22.3 1,042,992 22.1 19,008 1.8

92,000 1.9 95,000 2.0 △ 3,000 △ 3.2

1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

50 0.0 50 0.0 0 0.0

118,801 2.5 84,131 1.8 34,670 41.2

3 0.0 3 0.0 0 0.0

　　　　‐１‐



（歳出）

増 減 額 増減率

予算額 (千円) 構成比 予算額 (千円) 構成比 (Ａ)－(Ｂ) (Ｃ)÷(Ｂ)

（Ａ） （％） （Ｂ） （％） (Ｃ)　(千円) （％）

１ 総　　務　　費 62,877 1.3 62,315 1.3 562 0.9

　(1) 総務管理費 31,390 0.7 29,428 0.6 1,962 6.7

　(2) 徴　収　費 811 0.0 864 0.0 △ 53 △ 6.1

　(3) 介護認定審
　　　査会費

　 ① 介護認定審
　　　査会費

　 ② 認定調査等費 17,728 0.4 15,227 0.3 2,501 16.4

　(4) 趣旨普及費 2,132 0.0 2,132 0.0 0 0.0

　(5) 計画策定委
　　　員会費

２ 保 険 給 付 費 4,438,979 93.2 4,463,156 94.4 △ 24,177 △ 0.5

 (1) 介護サービス
　　 等諸費

 (2) 介護予防サー
　　 ビス等諸費

 (3) その他諸費 4,154 0.1 4,560 0.1 △ 406 △ 8.9

 (4) 高額介護サー
　　 ビス等費

 (5) 高額医療合算介
　　 護サービス等費

 (6) 特定入所者介護
　　 サービス等費

３ 地域支援事業費 254,418 5.3 192,943 4.1 61,475 31.9

 (1) 包括的支援事業
　　　任意事業費

97,562 2.1 84,099 1.8 13,463 16.0

４ 基 金 積 立 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

５ 公　　債　　費 100 0.0 100 0.0 0 0.0

６ 諸　支　出　金 3,541 0.1 3,541 0.1 0 0.0

７ 予　　備　　費 5,000 0.1 5,000 0.1 0 0.0

合　　　計 4,764,916 100.0 4,727,056 100.0 37,860 0.8

‐2‐

平成３０年度 平成２９年度

科　　　目

28,149 0.6 25,777 0.5 2,372 9.2

10,421 0.2 10,550 0.2 △ 129 △ 1.2

395 0.0 4,114 0.1 △ 3,719 △ 90.4

4,073,386 85.5 3,973,456 84.1 99,930 2.5

113,588 2.4 172,968 3.7 △ 59,380 △ 34.3

105,668 2.2 105,668 2.2 0 0.0

△ 24.2

20,090 0.4 45,388 1.0 △ 25,298 △ 55.7

2.5 80,990 1.7 39,728

122,093 2.6 161,116 3.4 △ 39,023

―

（3）一般介護予防
　　 事業費 35,124 0.7 27,749 0.6 7,375 ―

 (2) 介護予防・生活支
援サービス事業費

120,718

―
（4）その他諸費

1,014 0.0 105 0.0 909
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平成３０年度木津川市介護保険特別会計予算説明 

 

 

第１ 予算編成概要 

  この特別会計は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第３条第２項の規定に基づ

き、収入支出に係わる経費を明確にするため設置するものである。 

  介護保険特別会計の構成は、大まかに「総務費」、「保険給付費」、「地域支援事業費」

に区分され費用負担が定められている。 

  「保険給付費」についての費用負担は、総額の２分の１を公費（税金を財源とする国・

地方公共団体の負担金）で賄い、残りの半分を保険料財源で賄うことになる。 

  公費分の負担割合は、国が介護給付費負担分として２０％（施設給付は１５％）、調整

交付金として５％、都道府県が１２．５％（施設給付は１７．５％）、市町村が１２．５％

となっている。保険料の負担割合は、第１号被保険者が２３％、第２号被保険者が２７％

となっている。 

  また、「地域支援事業費」の費用負担についても、介護予防・生活支援サービス事業費、

一般介護予防事業費及びその他諸費（審査支払手数料）については、総額の２分の１を

公費で賄い、残りの半分を保険料財源で賄うことになり、公費分の負担割合は、国が２

５％、都道府県が１２．５％、市町村が１２．５％となっている。保険料の負担割合は、

第１号被保険者が２３％、第２号被保険者が２７％となっている。包括的支援事業・任

意事業費については、総額の７７％を公費で賄い、残りの２３％を第１号被保険者の保

険料財源で賄うことになり、公費分の負担割合は、国が３８．５％、都道府県が１９．

２５％、市町村が１９．２５％となっている。 

  総務管理費や介護認定審査会費等の「総務費」については、市の一般会計からの繰入

金となる。 

  平成３０年度木津川市介護保険特別会計は、第７期木津川市介護保険事業計画を基に

平成２９年度の実績を踏まえ、一般会計予算担当課とも協議の上、予算編成を行った。 
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第２ 一般状況 

 １ 被保険者の推移 

   平成３０年度の介護保険第１号被保険者を 18,209 人と想定した。 

  （うち、特別徴収対象者を 16,779 人、普通徴収対象者を 1,430 人と想定） 

 

年  度 特別徴収対象者 構成比 普通徴収対象者 構成比  合  計 

平成２９年度 １６，８０４人 94.8% ９０７人 5.2% １７，７１１人 

平成３０年度 １６，７７９人 92.1% １，４３０人 7.9% １８，２０９人 

  ※平成２９年度は平成２９年６月現在。 

 

 ２ 要介護（要支援）認定者数の状況 

 要介護度 
要支援

１ 

要支援

２ 

要介護

１ 

要介護

２ 

要介護

３ 

要介護

４ 

要介護

５ 
合 計 

平 

成 

２８ 

年 

１２ 

月 

末 

第 1 号被保険者 442 人 385 人 485 人 494 人 361 人 326 人 234 人 2,727 人 

第 2 号被保険者 14 人 12 人 12 人 16 人 6 人 6 人 9 人 75 人 

合  計 456 人 397 人 497 人 510 人 367 人 332 人 243 人 2,802 人 

構成比 (%) 16.3 14.2 17.7 18.2 13.1 11.8 8.7 100.0 

平 

成 

２９ 

年 

１２ 

月 

末 

第 1 号被保険者 380 人 334 人 562 人 490 人 379 人 361 人 232 人 2,738 人 

第 2 号被保険者 15 人 10 人 11 人 18 人 4 人 5 人 9 人 72 人 

合  計 395 人 344 人 573 人 508 人 383 人 366 人 241 人 2,810 人 

構成比 (%) 14.1 12.2 20.4 18.1 13.6 13.0 8.6 100.0 

 

第３ 保険給付事業 

   平成３０年度の保険給付費については、「第７期木津川市介護保険事業計画」におけ

る保険給付費の推計額を基本に、平成２９年度の実績等を踏まえて予算の編成を行っ

た。 

平成３０年度の予算総額は次のとおりであるが、平成３０年度木津川市介護保険特

別会計に占める割合は、９３．２％とその大部分を占めている。 
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★ 年度別介護保険給付費額（各年度当初予算） 

 保険給付費予算総額 

（千円） 

対前年度比 

 (%) 

平成２９年度 ４，４６３，１５６     103.7 

平成３０年度 ４，４３８，９７９    99.5 

 

１ 介護サービス等諸費 

（1） 居宅介護サービス給付費については、１か月当り約１４７，３１５千円と推

計し、年間１，７６７，７７９千円とした。 

（2） 地域密着型介護サービス給付費については、１か月当り約５２，０４３千円

と推計し、年間６２４，５１８千円とした。 

（3） 施設介護サービス給付費については、１か月当り約１２２，０９１千円と推

計し、年間１，４６５，０９７千円とした。 

（4） 居宅介護福祉用具購入費については、１か月当り約５００千円と推計し、年

間６，０００千円とした。 

（5） 居宅介護住宅改修費については、１か月当り約１，２５０千円と推計し、年

間１５，０００千円とした。 

（6） 居宅介護サービス計画給付費については、１か月当り約１６，２４９千円と

推計し、年間１９４，９８８千円とした。 

 

２ 介護予防サービス等諸費 

（1） 介護予防サービス給付費については、１か月当り約６，４３８千円と推計し、

年間７７，２５３千円とした。 

（2） 地域密着型介護予防サービス給付費については、１か月当り約２５６千円と

推計し、年間３，０７２千円とした。 

（3） 介護予防福祉用具購入費については、１か月当り約１６７千円と推計し、年

間２，０００千円とした。 

（4） 介護予防住宅改修費については、１か月当り約８０９千円と推計し、年間 

９，７１２千円とした。 

（5） 介護予防サービス計画給付費については、１か月当り約１，７９６千円と推

計し、年間２１，５４８千円とした。 
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３ その他諸費 

   審査支払手数料については、１か月当り約３４６千円と推計し、年間４，１５４千 

円とした。 

 

 ４ 高額介護サービス等費 

   高額介護サービス等費については、１か月当り約８，８０６千円と推計し、年間 

１０５，６６８千円とした。 

 

 ５ 高額医療合算介護サービス等費 

   高額医療合算介護サービス等費については、１か月当り約１，６７４千円と推計し、

年間２０，０９０千円とした。 

 

 ６ 特定入所者介護サービス等費 

   特定入所者介護サービス等費については、１か月当り約１０，１７４千円と推計し、 

年間１２２，０９３千円とした。 

 

第４ 歳 入 

 １ 保険料 

   平成３０年度の介護保険料は、第１号被保険者の総数を１８，２０９人と想定した。 

第１号被保険者保険料においては、特別徴収保険料見込額１，０６２，０００千円、 

普通徴収保険料見込額を９２，０００千円、滞納繰越分を１，０００千円とし、保険

料の総額を１，１５５，０００千円とした。（内、保険給付費充当分１，０８８，７１

９千円、地域支援事業費充当分５７，７４４千円） 

 

 ２ 使用料及び手数料 

   介護保険料の滞納者に対する督促手数料として、５０千円を計上した。 

 

 ３ 国庫支出金 

(1) 国庫負担金 

  介護給付費の国庫負担分として、当該年度における保険給付費額４，４３８，９ 

７９千円に１００分の２０（施設給付は１００分の１５）を乗じた額８０８，４３ 

６千円を計上した。 

(2) 国庫補助金 

調整交付金として、当該年度における保険給付費額４，４３８，９７９千円に１ 

００分の０．６２（想定交付割合）を乗じた額２７，５２２千円を計上した。 

  地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事業国庫負担分として、当該年度
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における介護予防・生活支援サービス事業費、一般介護予防事業費及びその他諸費

（審査支払手数料）額１５６，８５６千円から利用者負担分３，３６０千円を除き、

１００分の２０．６２を乗じた額３１，６５１千円を計上した。 

地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業国庫負担分として、当該年度におけ

る包括的支援事業・任意事業費額９７，５６２千円から利用者負担分１千円を除き、

１００分の３８．５を乗じた額３７，５６１千円を計上した。 

 

 ４ 支払基金交付金 

   介護給付費の社会保険診療報酬支払基金負担分（第２号被保険者分）として、当該 

年度における保険給付費額４，４３８，９７９千円に１００分の２７を乗じた額１， 

１９８，５２４千円を計上した。 

   地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事業社会保険診療報酬支払基金負担 

分（第２号被保険者分）として、当該年度における介護予防・生活支援サービス事業 

費、一般介護予防事業費及びその他諸費（審査支払手数料）額１５６，８５６千円か 

ら利用者負担分３，３６０千円を除き、１００分の２７を乗じた額４１，４４４千円 

を計上した。 

 

 ５ 府支出金 

(1) 府負担金 

  介護給付費の府負担金分として、当該年度における保険給付費額４，４３８，９ 

７９千円に１００分の１２．５（施設給付分は１００分の１７．５）を乗じた額６ 

３４，２３２千円を計上した。 

(2) 府補助金 

  地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事業府負担分として、当該年度に 

おける介護予防・生活支援サービス事業費、一般介護予防事業費及びその他諸費（審 

査支払手数料）額１５６，８５６千円から利用者負担分３，３６０千円を除き、１ 

００分の１２．５を乗じた額１９，１８７千円を計上した。 

  地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業府負担分として、当該年度における 

包括的支援事業・任意事業費額９７，５６２千円から利用者負担分１千円を除き、 

１００分の１９．２５を乗じた額１８，７８０千円を計上した。 

 

 ６ 寄附金 

一般寄附金として、１千円を計上した。 

 

 ７ 繰入金 

(1) 一般会計繰入金 
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① 介護給付費繰入金 

   介護給付費の市負担分として、当該年度における保険給付費額４，４３８，９

７９千円に１００分の１２．５を乗じた額５５４，８７３千円を計上した。 

② 地域支援事業繰入金 

   地域支援事業費の介護予防・日常生活支援総合事業市負担分として、当該年度

における介護予防・生活支援サービス事業費、一般介護予防事業費及びその他諸

費（審査支払手数料）額１５６，８５６千円から利用者負担分３，３６０千円を

除き、１００分の１６．８８を乗じた額２５，９１０千円を計上した。 

   地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業市負担分として、当該年度におけ

る包括的支援事業・任意事業費額９７，５６２千円から利用者負担分１千円を除

き、１００分の１９．２５を乗じた額１８，７８０千円を計上した。 

③ 事務費繰入金 

  事務費繰入金についての内訳としては、総務管理費に３１，３９０千円、徴収

費に８１１千円、介護認定審査会費に２８，１４９千円、趣旨普及費に２，１３

２千円、計画策定委員会費に３９５千円、また、公債費の利子として１００千円

の合計６２，９７７千円から督促手数料５０千円を除き、６２，９２７千円を計

上した。 

④ 低所得者保険料軽減繰入金 

  低所得者保険料軽減の費用として、介護保険料第１段階の保険料基準額に対す

る割合を０．４５から０．４０に軽減するため７，８７２千円を計上した。 

(2) 基金繰入金 

 介護給付費準備基金繰入金として、１１８，８０１千円を計上した。 

  

 ８ 繰越金 

   前年度繰越金として、１千円を計上した。 

 

 ９ 諸収入 

(1) 延滞金、加算金及び過料 

① 第１号被保険者延滞金 

  第１号被保険者の保険料延滞金として、１千円を計上した。 

② 第１号被保険者加算金 

  第１号被保険者の保険料加算金として、１千円を計上した。 

③ 過料 

  介護給付費の過料として、１千円を計上した。 

 

(2) 雑入 
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  雑入として、一般介護予防事業の運動機能向上事業利用者負担金１，２００千円、

生きがい対応型デイサービス事業利用者負担金２，１６０千円及び成年後見制度市

長申立て本人負担金１千円を計上した。 

 

第５ 歳 出 

 １ 総務費 

   総務管理費に、非常勤職員の報酬、賃金及び事務執行に要する通信運搬費等として

３１，３９０千円、徴収費に８１１千円、介護認定審査会費に２８，１４９千円、介

護保険制度の普及・啓発を図るための趣旨普及費に２，１３２千円、計画策定委員会

費に３９５千円を計上した。 

 

 ２ 保険給付費 

   要介護者及び要支援者に対する保険給付費は、支出の大部分（予算に占める割合は

９３．２％）を占める。 

   居宅サービスでは、訪問介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、また、特別養

護老人ホーム新設及び地域密着型サービス利用の伸びや高齢者増加による給付費の増

と、介護予防サービスのうち、訪問介護、通所介護の総合事業への移行による減を鑑

み、本年度は４，４３８，９７９千円を計上した。 

 

 ３ 地域支援事業費 

   被保険者が要介護状態又は要支援状態となることを予防するとともに、要介護状態

となった場合でも可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよ

う支援するための地域支援事業費については、介護予防・日常生活支援総合事業によ

るサービスの提供を確保するための予算として２５４，４１８千円計上した。 

   科目別の主な予算額は次のとおりである。 

 (1) 包括的支援事業・任意事業費は、権利擁護事業に１５９千円、包括的・継続的マ

ネジメント支援事業では、５６，６８５千円、任意事業として家族介護支援事業（紙

おむつ給付事業、家族介護慰労事業）に２１，４３３千円、成年後見制度利用支援事

業に２，３６５千円、地域自立生活支援事業（配食サービス事業）に４，３４０千円、

認知症サポーター等養成事業に３２７千円を計上した。又、在宅医療・介護連携推進

事業に３，７７７千円、生活支援体制整備事業に６，８７３千円、認知症総合支援事

業（認知症対応型カフェ事業、認知症初期集中支援事業）に１，５４３千円を計上し

た。 

（2）介護予防・生活支援サービス事業費は、介護予防・生活支援サービス事業として

支援を必要とする個々の状態に応じた多様なサービス提供に係る費用、１０４，５５

６千円、介護予防ケアマネジメント事業に１４，７３６千円を計上した。また、高額
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介護予防サービス相当事業に１，２４０千円、高額医療合算介護予防サービス相当事

業に１８６千円を計上した。 

(3) 一般介護予防事業費は、一般高齢者運動器機能向上事業や生きがい対応型デイサ

ービス事業等の介護予防普及啓発事業に３４，２０９千円、介護予防サポーター養

成委託料等の地域介護予防活動支援事業に９１５千円を計上した。 

 

 ４ 基金積立金 

    介護給付費準備基金積立金に１千円を計上した。 

 

 ５ 公債費 

介護保険事業運営の中で、財源不足が生じた場合の一時借入金にかかる利子として

１００千円を計上した。 

 

 ６ 諸支出金 

 (1) 第１号被保険者保険料の還付金として、３，５００千円を計上した。 

 (2) 第１号被保険者保険料の還付加算金として、４０千円を計上した。 

 (3) 国、京都府及び社会保険診療報酬支払基金に対する保険給付費負担金等の返還金が

生じた場合のために償還金として、１千円を計上した。 

 

 ７ 予備費 

 予備費については、５，０００千円を計上した。 
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